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要旨

先進国におけるイノベーション政策の重点が，エネルギー，ヘルスケア，環境

など，規制・法制度や文化のあり方がイノベーションに大きな影響を与える領域

にシフトするにつれて，政策アプローチにも刷新が必要になることは十分予想さ

れる．本稿では，この事態に果敢に挑戦している EU，フィンランドのイノベー
ション政策を検討し，近年の政策アプローチの変容を明らかにする．第 1に，政
策文書の検討により，新しいアプローチである「需要・ユーザ主導型イノベーシ

ョン政策」が EUレベルで採用されており，フィンランドは理念面・実践面でこ
れを先導していることを示す．第 2に，この政策転換は政策プロセスの変質を伴
っており，現れつつある政策プロセスは「進化プロセス・ガバナンス型」と呼び

うることを明らかにする．この変質は政策担当者に新たな組織体制と能力を要請

しているが，公的部門がイノベーション推進に果たしうる一つの可能性を示唆し

ている． 
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１．はじめに 
後発国の急速な発展の中で産業・雇用の空洞化に抗するためにはもちろんのこ

と，エネルギー，環境，高齢化，福祉，健康などの社会問題を解決する上でも，

イノベーションは先進国経済が共通して追究する重要な目標となっている．例え

ば日本でも，2010年 6月に閣議決定された新成長戦略では，「グリーン・イノベ
ーション」「ライフ・イノベーション」がその柱に据えられている．こうして，イ

ノベーション政策1の対象が生活に密着した領域にシフトするにしたがって，政策

が対象とするイノベーションが，規制・法制度や文化のあり方から大きな影響を

受けるようになると考えられるので，政策アプローチにも刷新が必要になること

は十分予想される．後に見るように，この事態に対して最も果敢に対応しようと

しているのが EUであり，北欧諸国，とりわけフィンランドは EUのイノベーシ
ョン政策を先導する国の一つであると言える． 
そこで本稿は，今後の本格的な研究に先立って，仮説探索的な事例研究に基づ

き，フィンランドにおけるイノベーション政策の変容の内実を明らかにすること

を目的とする．本稿の主張は，フィンランドにおいては，政策文書が示唆するよ

うな単なる政策上の力点のシフトにとどまらず，イノベーションプロセスに深く

関与しガバナンスするという，これまでとは異質な実施プロセスを持つ政策が体

系的に現れてきていると言うことである． 
本稿の構成は以下の通りである．まず第 2節では，政策文書を検討することに
よって，フィンランドおよび EUのイノベーション政策が 2000年代に入っていか
なる変容を遂げてきたのかを明らかにする．続いて第 3節は，こうした政策文書
レベルでの変化が，実際の政策プロセスを実質的にどのように変質させているか

を検討するため，予備的な聞き取り調査に基づく事例分析を行う．以上の検討を

踏まえ第 4節では，フィンランドで新たに現れつつあるイノベーション政策は「進
化プロセス・ガバナンス型」として理解しうることを論じる．また，政策担当者

に新たな組織体制と能力を要請されること，および，固有の限界を有することも

認識される必要があるが，政策が果たしうる一つの可能性を示唆していることを

論じる． 
 
２．フィンランドのイノベーション政策とその転換 
本節では，2000年代後半にフィンランドでイノベーション政策がどのように転
換されたのかを，EUのイノベーション政策との連関に注意しながら，政策文書
の分析より明らかにする．フィンランドは「ナショナル・イノベーションシステ

ム(National System of Innovation)」2の発想を明示的に採用したイノベーション政策

のパイオニアとされる．それは 1990年代初頭に端を発する．特徴的な政策として
は，R&D支出の増大，企業 R&Dへのサポート，フレームワーク政策，ネットワ
ーキング政策が挙げられ(Lemona, 2004)，特に産学官の諸組織を結びつける能力に
強みがあるとされる(Edquist et al., 2009)．こうしたイノベーションシステムと政策
が機能した結果，IT関連産業を中心とした産業構造への転換が可能になったとし
ばしば評価される（灘山, 2010）． 
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しかし 2000年代に入ると，従来の政策アプローチが供給サイド（「科学技術プ
ッシュ」）政策に偏していて3需要サイドを等閑視していることや，政策プロセス

が過度にトップダウン的であること (Miettinen, 2002; Sabel and Saxenian, 2009)，ま
た中央集権的で地域が軽視されていること(Jauhiainen, 2008)などが批判されるよ
うになった．イノベーション政策の転換がなされたのは，こうした背景の下にお

いてである．  
 
2.1 フィンランドのイノベーションシステム 
フィンランドのイノベーションシステム4を構成する諸機関を示したのが図 1
である．政府直轄の「研究・イノベーション審議会」が，科学・技術・イノベー

ション政策の方向性の決定，相互調整，評価を行い，政府に助言する．官庁の中

でもイノベーション政策に関係が深いのが，「教育文化省」と「雇用経済省」であ

り，それぞれ重要な機関である「フィンランド・アカデミー」(AF)と「フィンラ
ンド技術庁」(Tekes)を傘下に有している． 
 
 

図 1を挿入 
 
 
前者は基礎研究向けの競争的資金を提供し，後者は応用研究・開発向けの補助

金を提供する．Tekesの補助金は，約 3分の 1が大学向け，3分の 2が企業向けで
ある．公的研究開発費の財源別比率を示した図 2より，Tekesを経由した公的研
究開発費の比率が 27.5%と，大学の基盤研究費(29%)に次いで高いことが確認でき
る． 
 
 

図 2を挿入 
 
 
2.2 EUの政策転換 
後に見るように，フィンランドのイノベーション政策は EUのそれと密接に連
動して変容してきている．それゆえまずは，3つの重要な政策文書を通じて，2000
年代後半における EUイノベーション政策の転換について見ておきたい． 
(1) Creating an Innovative Europe (2006)（通称 Aho Report） 
本報告書はこれ以降の EUイノベーション政策を規定する文書である．フィン
ランドが EU議長国であった年に，ハンプトンコートサミットで任命された専門
家チーム（議長 Esko Aho: フィンランド元首相）が EUに提出した．まず彼らは，
①R&Dがグローバル化することにより欧州には空洞化の危機があること，②欧州
の市場統合が停滞している結果である，国別小市場への分裂状態が，R&D投資の
インセンティブを削いでいること，および，③需要サイドからイノベーションを
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促す仕組みに欧州の弱さがあるという 3点を，欧州のイノベーションにおける問
題点として提示する．それらに対する対応策として，(a)革新的な製品・サービス
の欧州市場を創出すること，(b)R&D投資の対 GDP比 3%超を目指すこと，(c)人
材・資金の流動化を促進することの 3点を打ち出した．これらの対応策のうち，
本報告書の力点は(a)にある．具体的には，イノベーション促進的な規制（例：環
境規制）や公共調達を戦略的に利用することや，大規模な戦略的投資（例：e-Health
分野）によるイノベーション需要の創出が提案されている． 
(2) Putting Knowledge into Practice: A Broad-based Innovation Strategy for the EU 
(2006) 
上の Aho Reportによる勧告を受けて作成された，EUのイノベーション政策が
本文書である．「広範囲型(broad-based)イノベーション戦略」と称されているよう
に，研究開発促進にとどまらず，イノベーションと相性がよい社会的環境を整備

するという，より包括的な目標を提示したことが，この政策文書の新しさだと言

える．また，2005年の政策文書 More research and innovationでは，専ら研究開発
投資の増大によるイノベーション促進を目指したという意味で「科学技術プッシ

ュ型」政策が目指されていたが，本文書では一転して「需要プル型」政策が目指

されているという点にも決定的な新しさがある． 
イノベーションと相性のよい市場と需要が必要だという認識を Aho Reportと共
有した上で，以下のような手段を提案している．すなわち，①教育，②EU市場
の潜在力の利用，③規制・規格設定の戦略的利用，④ステイクホルダー間の協力

促進（産学官連携，クラスター政策，大学の現代化），⑤研究・イノベーションへ

の投資増加，⑥公共調達の改善，である．具体的に②は，欧州市場統合を促進す

ることによって，欧州内での R&D投資を促進することを意味する．③では，規
制や国際規格の策定で主導的役割を演じることにより，欧州企業がイノベーショ

ンの国際競争で優位に立てるようにする．また⑥は，いまだ市場で調達できない

財・サービスに関する「商品化以前の公共調達」(pre-commercial procurement)を実
施することでイノベーションを促進すること5をその内容とする． 
特に強調されているのは，世界を先導する革新的製品・サービスを生み出す「先

導的市場」(lead market)を EU内部に創出するという政策である．具体的には，環
境，ヘルスケアなど少数の有望分野に焦点を絞って6，上記①~⑥の諸手段を用い

ることによって先導的市場を確立し，EU外への輸出につなげるというものであ
る． 
(3) Europe2020 Flagship Initiative: Innovation Union (2010)7 
EUの新たな成長戦略である Europe2020の旗艦政策の一つが，本文書のイノベ
ーション政策である．目下の経済危機からの脱出にはイノベーションが必須であ

るとの認識に基づいている．概ね，2006年の「広範囲型イノベーション戦略」を
継承しており，目新しい強調点は次の 4点であろう．①EU市場を統一的イノベ
ーション市場とすること，②オープンイノベーションの促進，③社会的イノベー

ションの促進，④EIP (European Innovation Partnership)の設立．具体的には②は，
組織間の連携によってイノベーションを生み出しやすい環境を整備することを意
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味する．③では，社会的な問題を解決する財・サービス・仕組みの創出を促進す

る．また④は，重要な社会的問題の解決に役立つイノベーションを素早く生みだ

し，EUに雇用と競争力をもたらすために，エネルギーや交通などの少数の社会
的問題分野を指定し，そこに開発リソースを集中する政策である．開発リソース

を集中することにより開発速度を上げることが目的である． 
以上 3つの政策文書より，2000年代後半以降の EUイノベーション政策では，

大規模な EU統一市場での革新的需要創出を梃子にして，世界に先んじたイノベ
ーションを生みだし，それによって国際競争力を維持するというロジックがその

根幹にあることが分かる．つまり，従来の科学技術プッシュ型政策から需要プル

型政策へと，イノベーション政策の力点がシフトしていると言うことができる． 
 
2.3 フィンランドの政策転換 
次に，フィンランドのイノベーション政策が 2000年代後半にいかに変容したの
かを，重要な政策文書と，政策転換に対する一外部評価をもとに検討する． 
(1) Proposal for Finland’s National Innovation Strategy (Ministry of Employment and 
the Economy, 2008) 
この文書は新しいイノベーション政策の提案書である． EUイノベーション政
策の劃期となった，上記 Creating an Innovative Europe作成の中心人物でもある元
首相 Esko Ahoを議長とした，政官労使の協議によって作成され，雇用経済省に提
出された．上述 EUのイノベーション政策と同様に，「広範囲型」(broad-based)8イ
ノベーション政策を採用することが提起されている．具体的には次の 4点の「行
動計画」が提案されている．すなわち，①国際的なイノベーション・ネットワー

クに影響力を行使するとともに，海外から研究開発を引きつける魅力的な環境を

作ること，②グローバルなハブとなるクラスターを形成すること，③需要・ユー

ザ主導型イノベーション政策を実施すること，および，④イノベーション政策の

全体を体系的に調整することである．中でも①は，EUレベルでの ERIA(European 
Research and Innovation Area)策定に影響力を行使し，ERIAの取り組みがフィンラ
ンドのイノベーションを支える状況を作り出すことが例示されている．また③で

は，EUレベルでの先導的市場創出政策との整合性をとることで，狭小な国内市
場という悪条件を克服することが目指されている． 
すなわち，この文書に顕著な戦略的意図は，フィンランドのような小国の制約

を克服する上で，EU統一市場や EUイノベーション政策を「活用する」ことが重
要な意味を持つということである．つまり，EU統一市場は狭小な国内市場とい
う制約を克服することを可能にし，国内のイノベーション政策を EUのそれと調
整をはかり，また EUのイノベーション政策形成に影響力を行使することによっ
て開発資源の効率的利用を可能にする9ということである． 
本文書を踏まえて策定された新しいイノベーション政策10で特筆すべき点は，

需要・ユーザ主導型政策の具体化である．雇用経済省による政策文書 Demand and 
User-driven Innovation Policy: Framework (Part I) and Action Plan (Part II) (2010)にお
いて， (1)知識・能力の形成，(2)規制改革，(3)インフラの刷新，(4)ユーザ主導型・
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需要主導型イノベーションに対するインセンティブ付与，という 4つの柱に沿っ
て政策が体系化されている．具体的には例えば，社会実験によってユーザ主導型

イノベーションを生み出す試みである「リビング・ラボ(living lab)」での官民パー
トナーシップの推進と助成，イノベーションを促進する規制・規格の設定，公共

調達によるイノベーション促進，政府が保有する情報の開示による革新的なビジ

ネス促進11などが政策の例として列挙されている． 
(2) Mini country report: Finland (European TrendChart on innovation policies, 2011) 
本文書は，イノベーション政策をベンチマーキングする EUの機関である

European TrendChart on innovation policiesが作成した国別レポートである．この文
書によれば，これまでのイノベーション政策の弱点は「供給指向型」

(supply-oriented)戦略だった点にあるが，近年は需要サイドも強調されるようにな
ってきており，弱点は徐々に克服されているとしている．ただし，フィンランド

は需要主導型政策のパイオニアであるため，モデルと政策ツールを自力で開発せ

ざるを得ない点に難しさがあるとしている．また，国内市場が狭小であるという

制約条件のために，EUのイノベーション政策，例えば主導的市場創出政策への
積極的参画が必要であるが，半面，国内市場が小さいことは，効率的なパイロッ

ト市場になり得るという肯定的な面もあるという評価を下している12． 
以上の分析より，フィンランドのイノベーション政策は，研究開発投資の促進

や分野限定型のクラスター戦略といったこれまでの政策手法に加えて，新たに「需

要・ユーザ主導型政策」に力点を置くようになったことがわかった．また，それ

は EUのイノベーション政策の変容とも軌を一にしており，EUのイノベーション
政策を先導し，それを自国に有利に「活用する」戦略的意図があることも確認さ

れた．その意味では，フィンランドの新しいイノベーション政策は，EUの文脈
に位置づけて理解されるべきものであると言える． 
 
３．政策の実施プロセス：予備的な事例研究 
以上のように，政策文書レベルで政策転換が確認されたとしても，政策実施プ

ロセスでの変容が並行して観察されない限り，「政策が変容した」と評価すること

は出来ないし，また，政策実施プロセスがいかなる実質的変容を遂げたのかを明

らかにすることによって初めて，新しいイノベーション政策の特質とその可能

性・限界を明らかに出来るであろう．したがって，政策実施プロセスにかんする

立ち入った分析が必要だと考えられる．本節では，本格的な調査研究に必要な仮

説の探索を目的に実施した予備的な聞き取り調査(exploratory case study: Yin, 
1994)の分析を以下で行う． 
聞き取り調査の対象としたのはいずれも，需要主導型イノベーション政策の一

環として公共調達政策を実施する組織である．聞き取り調査は 2011年 3月および
9月に各 1回ずつ(90-120分)，現実に政策実施に携わっているマネジャーに対して
行った．以下で順に検討する 3つの組織は，(1)が政策を担当する政府機関である
のに対し，(2)および(3)はいずれも非営利企業であるという点で相違がある．しか
し(2)(3)ともに，政策を担当するヘルシンキ市などが政策実施のために戦略的に出
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資している企業であることから，政策を担当する機関に準ずる準公的な組織であ

ると見ることができる． 
 
(1) Tekes（フィンランド技術庁） 
選抜された案件に対して補助金を供与することがTekesの主要な任務であるが，
政府のイノベーション戦略の柱の一つである需要・ユーザ主導型イノベーション

政策は Tekesが注力すべき分野となっている．その一つの具体的な取り組みとし
て，需要主導型政策の一大手段である「商品化前の調達」(pre-commercial 
procurement)を実施する中央・地方政府，および民間企業に対して補助金を与えて
いる．具体的には 2011年 3月時点までに，民間案件 24件，公共部門案件 20件に
対して補助金を供与している．なお，Tekesの補助案件一般がそうであるように，
プロジェクトのコスト全額が補助金でカバーされるわけではない． 
ヘルシンキ近郊の幼稚園の建物などで複数件あった zero energy buildingプロジ
ェクトの例を見てみよう．このプロジェクトの目的は，エネルギーを完全自給す

る建物を，すでに存在する技術を元に設計・建築することであるが，Tekesの最
終目的は，ここで確立された建物のコンセプト・システムを普及させることによ

り「ゼロ・エネルギー建築」の市場を確立することであった．プロジェクトへの

参加者はオーナーと Tekes, 専門家（コンサルタント），研究者（大学，国立技術
開発センター(VTT)）であった．建物の具体的な仕様を決めるのはオーナーであ
るが，仕様確定プロセスに Tekesが密接に関与し，どのような技術がどこから入
手可能・使用可能なのか，また，そもそも何が実行可能で何が実行不可能なのか

を示しながら議論をリードした．こうした密接な関与が可能なのは，Tekesがイ
ノベーションプロセスを熟知しているためだと認識されており，それは，職員の

約半数が民間経験者であるためだと考えられている．このプロジェクト自体は成

功し，オーナーも満足を得たのだが，Tekesが問題視しているのは，最終的に普
及させて市場を確立することに成功していないという点である．この点について

は第 4節で改めて触れる． 
(2) Forum Virium 

Forum Virium（以下 Forum）は，ヘルシンキ市と複数企業が出資する，社員 24
名の非営利企業である．デジタル技術を用いた新しいサービス(digital service)を開
発することと，それにかかわる企業のネットワーキングが主要な業務である．そ

の開発の際にユーザ主導型アプローチをとることが基本原則とされている．つま

り，当該サービスを実際に用いるユーザの関与を必ず得て開発を行うということ

である．Forumのビジョンは「2020年にヘルシンキを欧州のデジタルサービス首
都(capital of digital services)にすること」である．ヘルシンキ首都圏は 100万人の
人口を擁するので，コンセプトをスケールアップして実証するには十分な人口規

模だと考えている． 
フィンランドの公共サービスはほぼ公共部門によって担われるが，高齢化が進

むと現行のモデルを維持することが困難であり，効率化が必須だとヘルシンキ市

は考え，そのために官民パートナーシップを盛んに導入している．Forumへの積
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極的な関与はその一環である．具体的には，Forumがプロジェクトのプロポーザ
ルを出し，市が資金を出す．Forumは参画企業を組織し，プロジェクトを実施す
る． 
ヘルシンキ市内で実施されたプロジェクト事例を見てみよう．Healthy Borough
プロジェクトは，市民の健康維持目的にデジタル技術を有効活用する方途を創出

するプロジェクトであった．運営はヘルシンキ市健康センターで，民間企業，NGO
が参画した．メンバーには有力な ICT企業が複数含まれている．Forumはデジタ
ルサービスを開発することと，参画企業を組織することに責任を負っている．参

画企業にとっては，そこで新たなデジタルサービス製品を開発・実験することが

できるという利点がある．また市は，市民が積極的・自発的に自身の健康を維持

できる仕組みを作りたいと考えており，このプロジェクトはそのためのテストベ

ットとして有益であった．その成果の例が，電子化された個人の健康情報にアク

セスする手段である「電子健康カード」や，その情報に基づいて予防医学的なア

ドバイスを受けられる地域拠点である「ヘルススタンド」という仕組みであった． 
 (3) Culminatum 
Culminatumは，首都圏の 3つの市（ヘルシンキ，バンター，エスポー），民間
企業，サイエンスパーク，大学が出資する，社員 45名の非営利企業である．顧客
は主にこれらの市である．これら 3市があるフィンランド南部地域で，産学官の
プラットフォームを作ることが同社の任務であるが，具体的な Culminatumの役割
は，プロジェクトデザインを実施し，パートナーを探して組織することである． 
市による公共調達プロジェクトは Culminatumの一大事業領域である． 上述の
通り，EUでもフィンランドでも「商品化前の公共調達」はイノベーション政策
として新たに重視されるようになったが，公共部門の調達制度はそれに適合した

仕組みとはなっていないのが現実である．例えばヘルシンキ市も 2011年に公共調
達条例を制定したが，イノベーションとの関係については何も考慮されていない

ばかりか，市が提供するサービスを利用するエンドユーザの意見も聴取できない．

また競争条件の公平性を維持することに力点が置かれているために，市とサプラ

イヤとの意見交換も望ましくないとされている． 
とは言え，さまざまな分野における現実の公共調達では，かつてのような，市

がスペックを決めた財・サービスを企業がいかに安価に提供できるかをめぐって

の「完成物の競争」から，その財・サービスの内容提案を競わせる「サービス提

案競争」に変わってきている．しかし市は，そうしたユーザ指向のプロセスにな

れていないし，また可能なイノベーションの選択肢や，ユーザから必要とされて

いるサービスも認識していないのが現状である．だからこそ，広範なネットワー

クと多様な能力を持った Culminatumのような非営利企業が必要だと認識されて
いる．その意味で，公共調達における同社の役割は，企業・研究機関を組織し，

サービス開発プロジェクトを実施することによって，市がよりイノベーティブな

サービスを調達できるようにすることだと言える． 
 
４．考察：「進化プロセス・ガバナンス」型政策の出現 
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以上 3つの事例には，次のような共通の特徴がある．第 1に，政策担当機関も
しくはそれに準ずる準公的な組織が，イノベーションの統括者としての役割を担

っていると言うことである．それは，彼らが重要な知見を提供するという意味で

も，また関連する企業や 
研究機関，政府機関を結集させるという意味でもそうである．それゆえ第 2に彼
らは，政策実施プロセスに他ならないイノベーションのプロセスに積極的に関与

していると言うことである．具体的に彼らがそこで行っていることは，知識や方

法論を提供し，当事者間を結節させることにより，イノベーションプロセスを促

進することである． 
つまり，不確実性が高いイノベーションプロセスに政策担当機関自身が関与し，

そのプロセスをガバナンスすることに，需要主導型政策の本質的な新しさがある

と考えられる．このことは，1990年代以来現在まで重視されているイノベーショ
ン政策の基本手段が，政策担当機関が「最適」だと考える結果をもたらすための

科学技術への資源投入や，特許制度のような制度構築によるインセンティブ付与

であったことと対比することで明確になろう．ところがこれら事例で見られるイ

ノベーションプロセスは，代替案を生みだすことと，選択のふるいにかけていく

ということとからなる試行錯誤を含むので，「進化プロセス」13として捉えるのが

適当である．政策担当者はその進化プロセスを統御（ガバナンス）しようとして

いる．だから，「進化プロセス・ガバナンス型」の政策14と特徴付けうるだろう． 
政策文書を検討する限り，需要主導型イノベーション政策について，イノベー

ション政策担当者は単純に「供給プッシュから需要プルへ」という力点の変化と

して，表面的にしか捉えていない．しかし本稿の予備調査から分かることは，政

策の新たな力点の変化が，政策のターゲットや実施プロセスといった政策の本質

面における変化をもたらさざるを得ないと言うことである．つまり，政策におけ

る言わば「構想と実行の分離」という状態から離脱し，政策担当者もしくはそれ

に準ずる組織が，政策実施プロセスに積極的に関与するようになるという意味で，

政策における構想と実行の「部分的再統合」が要請されざるを得ないと考えられ

る． 
それゆえに政策担当者には，技術的可能性と市場の両方を知り，イノベーショ

ンの進化的プロセスをマネージしうる能力が必要になっていると考えられる．し

かも，Tekesの事例が示唆しているように，政策的に新たに市場を作ることに関
しては限界があることも事実である．加えて，不確実な進化プロセスのマネジメ

ントに完璧は期し得ない．だが，フィンランドで実践が重ねられつつある進化プ

ロセス・ガバナンス型のイノベーション政策は，イノベーションに対して公共政

策が果たしうる新しい一つの可能性を示唆していると言えるであろう． 
 
５．結語 
本稿は，2000年代後半になって，EUおよびフィンランドで，需要・ユーザ主
導型イノベーション政策という，イノベーション政策への新しいアプローチが登

場していることを明らかにした．さらにその背後では，「進化プロセス・ガバナン



10

ス型」という，新しい政策実施プロセスが出現しつつあるという考察を，今後さ

らに検討を重ねるべき仮説として提示した．また，Nelson and Winter(1982)や
Metcalfe(1997)が理論的な可能性として示し，Nill and Kemp(2009)や Dodgson et 
al.(2011)などがその輪郭を明らかにした「進化的イノベーション政策」
(evolutionary innovation policy)がフィンランドで本格的・体系的に現れつつあるこ
とと，それが政策担当者に質的な変容を要請することを明らかにし得たことは，

イノベーション研究に対する本稿の貢献であると考える． 
しかし，本稿が依拠した事例は，仮説探索を目的とした予備的な調査に基づく

ものに過ぎないので，次のような課題が残されている．第 1に，需要・ユーザ主
導型イノベーション政策，例えばイノベーションを指向した公共調達政策につい

て，少数のプロジェクト事例を深掘りする事例研究である．特に，政策実施プロ

セスの初期から末期にかけて，政策担当者とプロジェクト参加諸組織がいかなる

役割を果たし，時間経過にしたがいどのように変容したのかを実証的に明らかに

することによって，プロジェクト内での分業関係や政策担当者の役割をより深く

明確にすることができるだろう．また，政策担当者が実際にとった行動をどのよ

うに評価しうるかということは，進化プロセスのガバナンスという目標の可能性

と限界を見定める上で重要な問題であろう．その上で第 2に，「進化プロセス・ガ
バナンス型」政策の概念を一層明確にし，イノベーション政策論における理論的

な位置づけを確かなものとすることである．そのためにも，政策プロセスの実態

に関する確実な知見を得るための，上記のような深い実証研究が重要であると考

える． 
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ッシュ」と呼ばれる．実際，Kotiranta et al.(2009)が報告するサーベイ調査によれば，「＜技術プッ
シュ＞と＜需要プル＞は，イノベーション政策を方向付ける代替的な概念ですが，フィンランド
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だったこれまでの政策に比べて需要サイドの政策手段を強調することによってバランスを取って

いることや，非技術的なイノベーションも含んだ包括的な政策思考であることなどが高く評価さ

れている．
9 EUのイノベーション政策形成に対してフィンランドが影響力を行使しようとしていることは，
政府および政府系機関への聞き取り調査でも繰り返し指摘された．「フィンランドは需要主導型イ
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11 後出の Forum Viriumでの聞き取り調査によれば，蓄積された気象データの公開がその一例であ
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力が増す」． 
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る一般的な原理という意味で用いている．したがって，進化概念は生物学の領域以外にも適用可

能だし，また進化は必ずしも望ましい方向への変化を意味しないことに留意されたい．社会科学

の文脈で厳密に進化概念を適用した先駆的な分析として Nelson and Winter (1982)を，また社会科
学への適用について詳細に論じた Hodgson and Knudsen (2010)を参照されたい．
14 灘山(2010)は，政府系イノベーションファンドである Sitraがすでに，出資先へのコンサルテー
ションを強化していることを指摘している．この事実は，体系的に出現しつつある進化プロセス・

ガバナンス型イノベーション政策の萌芽の一つであると見ることができるだろう．



図 1 フィンランドのイノベーションシステム 

（出所）www.research.fiより筆者作成 
  



図 2 公的 R&D費の財源別比率 (2010年) 

 

（出所）www.research.fiより抜粋 


